
 

商　号： 
 
創　業： 
創　立： 
代表者： 
資本金： 
本　社： 
売上高： 
　　　　 
従業員： 

横河電機株式会社 
（Yokogawa Electric Corporation） 
大正4年（1915年）9月1日 
大正9年（1920年）12月１日 
代表取締役社長　内田　勲 
単独：323億600万円　2004年3月現在 
東京都武蔵野市中町2-9-32 
単独：2,203億円　2004年3月現在 
連結：3,719億円　2004年3月現在 
単独：5,526人　2004年3月現在 
連結：18,364人　2004年3月現在 
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 環 境 経 営 報 告 書  ２００４  

編集方針 
 
　1999年から作成してきた「環境報告書」を改め、今年
度は「環境経営報告書」として発行しました。
YOKOGAWAグループにおける環境経営の考え方、さ
らには全従業員、全事業領域で取り組んでいる環境活
動を皆様にお伝えできればと考えております。 
 
報告書発行の目的を明確にする 
　YOKOGAWAグループの環境経営ビジョンを明らか
にすること、持続可能な社会の構築に向けた1年間の取
り組み状況を分かりやすくお伝えすること、多くのステー
クホルダーとの連携の強化に留意すること、を目的としま
した。 
 
理解容易性を高める 
　各ページには見出しと前文を設け、全体像が把握でき
るように努めました。業界用語や社内用語の使用は可
能な限り避けました。 
 
透明性を確保する 
　現場の生の声をお伝えしたく担当者コラムを掲載しま
した。なお報告書は第三者との協同取材・執筆により作
成しました。取材過程では工場などの現場視察や実績
データの確認を実施しました。 
 
対象期間 

　2003年4月1日～2004年3月31日 
 
発行日 

　2004年6月（次回は2005年6月予定） 
 
データ対象範囲 

　2003年度はグループ・グローバル展開を踏まえ、
YOKOGAWAグループ国内23社、海外23社合計46社
をデータ対象範囲としました。 
　但し、環境会計など個別の対象範囲を定義している
ものについては、各掲載箇所に別途明記しています。 
 
参照ガイドライン 

　「環境報告書ガイドライン（2003年度版）」（環境省）、
「環境会計ガイドライン（2002年版）」（環境省）、「事
業者の環境パフォーマンス指標ガイドライン（2002年度
版）」（環境省）、「サステナビリティ・リポーティング・ガイ
ドライン2002」（Global　Reporting　Initiative）、「環
境報告書リサーチ」（ＮＴＴ－Ｘ）、「持続可能性報告の
あり方（CSRの観点から）」（環境報告書ネットワーク） 

国内 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
海外 

横河電機（株） 
横河エイ・アイ・エム（株） 
横河ディジタルコンピュータ（株） 
国際チャート（株） 
安藤電気（株） 
横河Ｍ＆Ｃ（株） 
盛岡特機（株） 
日本システム技術（株） 
（株）オメガシミュレーション 
（株）横河サーテック 
早稲田大学ラーニングスクエア（株） 
横河商事（株） 
（株）ワイ・ディ・シー 
横河電子機器（株） 
横河電陽（株） 
横河ワイ・エフ・イー（株） 
テクノシステム九州（株） 
横河情報システムズ（株） 
横河エレクトロニクス・マニファクチャリング（株）※1 
横河パイオニックス（株） 
横河システムエンジニアリング（株） 
横河エンジニアリングサービス（株） 
横河トレーディング（株） 
 
横河西儀有限公司 
上海横河石化自控有限公司 
上海横河電機有限公司 
重慶横河川儀有限公司 
蘇州横河電表有限公司 
上海横河国際貿易有限公司 
Yokogawa Electric Asia  Pte. Ltd. 
P.T. Yokogawa Manufacturing Batam 
Yokogawa Engineering Asia Pte. Ltd. 
Yokogawa Electric Korea Co., Ltd. 
Yokogawa Electronics Manufacturing Korea Co., Ltd. 
Yokogawa Measuring Instruments Korea Corp. 
Yokogawa Taiwan Corp. 
Yokogawa Europe B.V. 
Rota Yokogawa GmbH & Co.KG 
Yokogawa Marex Limited 
Yokogawa Corporation of America 
Yokogawa America do Sul Ltda. 
Yokogawa India Ltd. 
Yokogawa Middle East E.C. 
Yokogawa Australia Pty. Ltd. 
TechComm Simulation Pty. Ltd. 
Ltd. Yokogawa Electric

事業内容 
　YOKOGAWAグループは創業以来「品質第一主義」を堅持し、常
にお客様の満足を実現すること、より良い品質の製品やソリューション
を提供することを基本姿勢として、産業界に貢献してきました。 
　主な事業内容は、電気計測、測定器、工業計器、科学分析計、
情報システムなど計測制御および情報処理に関する装置・シス
テム、計装に関する工事ならびにこれらに関する器材、航空宇宙
用機器、その他産業用機器の製造販売です。 
　お客様からさらに信頼されるパートナーとなるために2000年に
掲げた新長期経営構想「VISION-21 & ACTION-21」に基づき、
自らの「事業構造の革新」、「グループ経営の革新」を達成するた
めの経営戦略を展開しています。「事業構造の革新」としては、既
存ビジネスはもとより、情報サービス分野や光通信・マルチメディア・
半導体分野・バイオケミカル・ライフサイエンスなどの新しい成長
する分野へ積極的な投資を行っています。「グループ経営の革新」
としては、子会社などの再編・統合をはじめグループ経営の体制や
仕組みの整備など経営効率を改善する取り組みを行っています。 

データ対象範囲46社 

※1 本報告書においては、横河エレクトロニクス・マニファクチャリング（株）をYMFと略して記載しています。 

持 続 可 能 な 社 会 の 構 築 の た め に  
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エコノパイロット「省エネ大賞」受賞表彰式 

持 続 可 能 な 社 会 の 構 築 の た め に  

　新規事業立上げを希望しコー
ポレートマーケティング部門に異
動した32歳の頃、私は当社の技
術資産をベースに環境面でお客
様のために何かできることはない
か模索していました。環境問題
がクローズアップされ出した時期
でもあり「省エネをビジネス化する」
という思いが沸き起こりました。
それからは省エネベンチャーの立
上げなどの中で、多くの人 と々の
出会いにも恵まれ、とても得がた
い経験の連続でした。省エネシ
ステム「エコノパイロット」の商品
化、そして「省エネ大賞」の受賞は、
環境問題、特に省エネルギーの
重要性に同じ思いを持つ人々の
熱い力が結集して初めて成し得
た成果だと思っています。 
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　当ホテルでは、2000年6月開業か

らコジェネレーション、氷蓄熱、地域

冷暖房などのシステムを活用して省

エネルギー化を進めています。今回

エコノパイロットを導入したのは、大き

な設備投資を必要とせず、設置する

だけでポンプ電力が80％前後削減

できると聞いたからです。エコノパイ

ロット3台を4月から実際に稼動させ

ていますが、これまでの電力使用量

と比較しても予想以上の効果が出

始めています。CO2削減と同時に電

力料金も削減できるわけですから、導

入を決めて良かったと思っています。 
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用語の解説 
※1　エコバランス 

エネルギーおよび投入・排出物量（部品材料、製品を除く）の年
間収支（使用量、排出量）状況 

持 続 可 能 な 社 会 の 構 築 の た め に  

用語の解説 
※1　LCA（ライフサイクルアセスメント） 

材料採取から、生産、流通、廃棄までの生涯(ライフサイクル)中で
生じる環境負荷の総合的評価 

※2　インベントリー分析 
投入された電力、ガス、化学物質や排出物質をLCAデータにより、
大気圏や水圏（地下水）へどの程度排出されているか、その排出
物量(インベントリ－)をカテゴリー（温暖化ガス、オゾン層破壊物
質等）別に算出する技法 

※3　エコファクター 
インベントリー分析で求められた各排出物質が環境にどの程度
の負荷（影響）を与えるかを評価するために設定された重み付け
係数 

EPの数値が大きいほど、環境への影響が大きくなります。 
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投資額 
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56 

0 
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0 

 

 

0 

 

0 

56

主な取組の内容 

 

有害物質代替洗浄 

大気・水質・土壌汚染防止 

省エネ(省エネビル・設置 

コジェネレーション、太陽光発電等) 

HCFC代替洗浄 

紙資源削減(電子化) 

循環資源化拡大 

廃棄物削減・処理 

小計 

グリーン調達 

EMS構築・運用 

環境教育 

環境調和型製品開発 

鉛フリーはんだ付け開発 

有害物質代替洗浄開発 

自然保護・緑化推進 

地域社会活動、情報開示 

― 

合計 

環境保全コスト（単位：百万円） 

分類 費用額 

（１）生産・サービス活動による事業エリア内で生じる環境負荷を抑制するための環境保全コスト 

　　（１）－１公害防止コスト 

 

　　（１）－２地球環境保全コスト 

 

 

　　（１）－３資源環境保全コスト 

 

 

 

（2）生産・サービス活動に伴って事業エリアの上流又は下流で生じる環境負荷を抑制するためのコスト 

（3）管理活動における環境保全コスト 

 

（4）研究開発活動における環境保全コスト 

 

 

（5）社会活動における環境保全コスト 

 

（6）環境損傷に対応するコスト 

内
訳 

 

414 

 

74 

 

 

174 

 

 

662 

7 

273 

 

18 

 

 

48 

 

0 

1,008

2002年 

19 
2.1

2001年 

18 
1.07

（注）値が大きい方が環境経済効率が向上したと判断できます。 

年度 

サイト数 
環境経済効率 

2003年 

18 
1.5

内容等  

環境を含む全設備投資額  

環境を含む全研究開発費用  

設備投資と研究開発費（単位：百万円） 

項目 金額 

当該期間の設備投資額の総額 

当該期間の研究開発費の総額 

19,544 

26,865

効果の内容 

 

有害物質削減、リスク回避による費用削減 

 

省エネ・HCFC削減等による費用削減 

 

紙・水・廃棄物削減等による費用削減 

有価物売却益 

 

小計 

 

梱包材リユース等による費用削減 

 

 

環境調和型製品開発による材料費削減 

および研究開発効果　　　 

教育効果および教育費用削減 

 

 

小計 

合計 

環境保全効果 環境保全対策に伴う経済効果（単位：百万円） 

効果の内容 金額 

（１）事業エリア内で生じる環境保全効果 

・有害物質削減 

・環境汚染物質抑制 

・省エネによるCO2排出量削減 

・フロン類削減 

・紙資源削減 

・廃棄物削減 

・環境資源化拡大 

 

（2）上・下流で生じる環境保全効果 

・環境調和型製品の省電力によるCO2削減 

・梱包改善 

 

（3）その他の環境保全効果 

・環境調和型製品の省資源によるCO2削減 

・社会活動 

・地域活動 

内
訳 

 

13.1tonトリクロロエチレン、テトラクロロエチレン等削減 

 

1,152ton･CO2削減(電力2,721ＭWh等) 

6.0ton HCFC等削減 

58ton紙資源削減 

96ton廃棄物削減(循環資源化等) 

 

 

 

29,072ton(環境調和型製品の生涯使用換算) 

10ton梱包材削減 

 

 

519ton(環境調和型製品の製造時の材料節約)

 

432 

 

118 

 

88 

 

 

638 

 

9 

 

 

 

796 

98 

 

 

903 

1,541

※1 

※2 

 

内容等  

環境ビジネス製品(水質浄化・大気保全・廃棄物処理等)など、もっぱら社会的な環境負荷低減に寄与する製品・システムの当期売上高   

環境を含む全売上高  

環境ビジネス製品売上と売上高総額（単位：百万円） 

項目 金額（内  環境保全分の割合） 

環境ビジネス製品売上高 

当該期間の売上高の総額 

  17,864（6.9%） 

257,499

※1　環境調和型製品の省資源効果として、従来品と開発製品の材料費差額×年換算販売台数としました。また、研究開発投資の付加価値として、開発費相当額を計上しました。     
※2　環境教育投資の付加価値として、教育費相当額および外部講習・コンサルタント料削減額を計上しました。 

※　データ対象範囲はISO14001認証取得18サイト（P13参照）です。 
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境
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